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取組の周知強化について（案）

～これからの協議会としての取組について～

トラック事業については他業種に比べて価格転嫁が進んでいない。

必要な原価の運賃への転嫁やサプライチェーン全体による取引環境の
改善の取組を加速させる必要がある。

定期的に、各関係機関（※）の取組内容を集約して、荷主やトラック事業者へ
周知・発信していきたい。
※滋賀運輸支局・滋賀労働局・近畿経済産業局・近畿農政局・公正取引委員会

（周知・発信方法）
→行政機関及びトラック協会が持つ周知ツールを用いて、個々の事業者へ
直接届ける。

（期待される効果）
→個々の荷主・トラック事業者に対し、「運賃交渉の必要性」への理解を促し、
実際に運賃交渉を行う環境づくりの機運を醸成させる。

課題

急務

1



別添（先行して作成・周知したメルマガ）
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燃料サーチャージ導入の検討について（案）

原因 長期間に及ぶ燃料価格の高騰。

課題 トラック運送事業者のみがその負担を抱えないことが必要。

燃料サーチャージの導入・見直しにより、適正な運賃・料金に繋げる。

（方法）
当協議会委員名にて別添「燃料サーチャージ導入ご検討のお願い」を作成、
滋賀運輸支局・滋賀県トラック協会より周知。
→各事業者が荷主との運賃協議の際に荷主に提示。
→事前に荷主に当取組の周知も必要と考えている。

（期待される効果）
→荷主に対し、「運賃交渉の必要性」への理解を促し、交渉の後押しを行う。

～これからの協議会としての取組～
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